
重 要 事 項 説 明 書 
 

１ 事業の目的及び運営の方針 

（１）事業の目的 

  要介護状態にある者に対し、適正な指定居宅介護支援を提供することを目的とし

ています。 

（２）運営方針 

  指定居宅介護支援を受けている者（以下「利用者」という。）が要介護状態となっ

た場合において、可能な限りその居宅において、利用者の状態に応じて自立した

日常生活を営むことができるよう配慮し、また利用者の心身の状況、その置かれ

ている環境等に応じ利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サ

ービスを多様な事業者から提供されるよう適正に推進します。 

 

２ 従業者の職種、人数、及び職務内容 

（１）管理者 １名：居宅介護支援事業所とかじ（以下「事業所」という。）の従業者

の管理及び業務の管理を一元的に行います。 

（２）介護支援専門員 ２名以上：指定居宅介護支援の提供に当たります。 

 

３ 営業日及び営業時間 

（１）営業日は毎週月曜日から土曜日とします。但し、１２月３１日から１月３日ま

でと国民の祝日を休業とします。 

（２）営業時間は午前９時から午後６時までとします。 

   但し、２４時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応

する体制を確保しています。 

 

４ 居宅介護支援の提供方法、内容 

（１）利用者の相談は、事業所内及び利用者宅その他必要と認められる場所にて行い

ます。 

（２）課題分析（アセスメント）は、居宅サービス計画ガイドラインを利用します。 

（３）サービス担当者会議は、利用者の居宅又は事業所内その他必要と認められる場

合において開催します。 

（４）介護支援専門員は、少なくとも月に１回利用者の居宅を訪問します。 

 

５ 適正なサービス提供の確保について 

この契約は、利用者の意思に基づいた契約であり、利用者は居宅サービス計画

に位置付ける指定居宅サービスについて、複数の事業所の紹介を求めることが

できます。また、当該事業所を居宅サービス計画に位置付けた理由の説明を求

めることもできます。 

介護支援専門員は、上記について契約時に十分に説明し、利用者からの求めが

あった際は、誠実に対応します。 



６ ハラスメントの防止について 

株式会社ケアセンターとかじ（以下「事業者」という。）は、適切な指定居宅介

護支援の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的

な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り当該事業所従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化

等の必要な措置を講じることとします。 

 

７ 虐待の防止について 

（１）事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の

措置を講じることとします。 

一 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、従業者への

周知徹底を図ります。 

二 虐待防止のための指針の整備。 

三 虐待を防止するための定期的な研修の実施。 

四 虐待予防担当者の設置。 

（２）事業者は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は擁護者（利用者の家族等利

用者を現に擁護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場

合は、速やかに市町に通報します。 

 

８ 感染症対策について 

（１）事業者は、当該事業所従業者等の清潔の保持及び健康状態の管理を行うととも

に、事業所の設備及び備品等の衛生的な管理に努めることとします。 

（２）事業者は、事業所において感染症が発生し、またはまん延しないように、次の各

号に掲げる措置を講じることとします。 

    一 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね 6 月に

1 回以上開催するとともに、従業者への周知徹底を図ります。 

    二 感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備。 

    三 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の定期的な実施。 

 

９ 業務継続計画の策定等について 

（１）事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護

支援の提供を継続的に実施するための、および非常時の体制で早期の業務再開

を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計

画に従い必要な措置を講じることとします。 

（２）事業者は、当該事業所従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、 

必要な研修及び訓練を定期的に実施することとします。 

（３）事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行うこととします。 

  



 

10 利用料及びその他の費用 

（１）居宅サービス計画作成の報酬 

   利用者の負担は一切ありません。 

（２）居宅サービス事業者との連絡調整手数料 

   利用者の負担は一切ありません 

（３）給付管理業務の報酬 

   利用者の負担は一切ありません。 

（４）要介護認定等の申請の援助に関する費用 

   利用者の負担は一切ありません。 

（５）交通費 

   交通費の支払いは必要ありません。 

    但し、通常の事業の実施地域を越えた場合については、片道 1km につき 10 円

必要になります。 

 

11 通常の事業の実施地域 

   松山市とします。ただし、島嶼部は除外します。 

 
12 事故発生時の対応 

（１）万一事故が発生した場合に以下の順に連絡をとり、必要な措置を講じます。 

 

事故に立ち会った者→         → 代表者 → 必要に応じて市町村 

管     → 御家族・事前に聞き取りした連絡先 

理    → 主治医・救急車 

者   

   

（２）サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を 

速やかに行います。 

 

13 相談窓口・苦情処理の体制 

（１）利用者からの相談又は苦情等については、次の窓口で対応いたします。 

○当社お客様相談窓口 

 電 話：０８９－９９８－２２５５ 

    ＦＡＸ：０８９－９９８－２２５８ 

    担 当：岩村 智美 

○その他、次の機関でも苦情の相談をすることができます。 

〔愛媛県国民健康保険団体連合会〕 

住 所：〒791-8550 松山市高岡町１０１－１ 

    電 話：０８９－９６８－８８００（代表） 

    ＦＡＸ：０８９－９６５－３８００ 

    時 間：８：３０ ～ １７：１５（平日の月～金） 

 



〔松山市指導監査課〕 

住 所：〒790-8571 松山市二番町４丁目７－２ 

    電 話：０８９－９４８－６９６８ 

    ＦＡＸ：０８９－９３４－１７６３ 

    時 間：８：３０ ～ １７：１５（平日の月～金） 

 

〔愛媛県福祉サービス運営適正化委員会〕 

住 所：〒790-8553 松山市持田町３丁目８－１５ 

    電 話：０８９－９９８－３４７７（相談専用電話） 

    ＦＡＸ：０８９－９２１－８９３９ 

    時 間：９：００～１２：００／１３：００～１６：３０（平日の月～金） 

（２）次の通り、円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順をとります。 

① 利用者からの相談・苦情等の申し出があり、その案件が軽微なもので受付担当

者において直ちに処理できるものについては、その都度対処します。 

② 受付担当者において対応できないと判断される案件については、詳しい内容に

ついて関係者からの聞き取り調査等を行い、関係者検討会を行い、その具体的

処理について迅速適切に対応します。 

③ 相談・苦情等の処理簿を備え、案件に対する具体的処理の状況（会議の状況、

利用者への通知等）を記録し保存します。 

（３）サービス事業者に対する案件については、直ちにサービス事業者に通知すると

ともに、サービスが不適切と判断される場合は、必要に応じて改善を求めます。 

（４）相談・苦情の案件について事業所内各種会議等において、従業者の共通の課題

として認識を持ちサービスの充実を図ります。 

 

14 秘密保持・個人情報保護 

（１）事業者とその従業員は、業務上知り得た利用者及びその家族に関する秘密及び

個人情報については、契約中及び契約終了後においても、第三者に漏らしませ

ん。 

（２）事業者は従業員から、当該個人情報の保護に係る誓約書を取り指導するものと

します。 

（３）但し、利用者に係るサービス担当者会議や事業者間の連絡調整等での利用など、

正当な理由がある場合には、利用者又はその家族の個人情報を用いることがで

きるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 


